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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

我が国の電気通信は,明 治2年 東京 ・横浜間に開かれた有線による電信業

務に始ま り,明 治24年 逓信省電務局内に電気試験所が,更 に同29年Y'電 気試

験所内に無線電信研究部が設置され,こ こに電気通信,無 線通信の研究開発

が開始されることとなった。

今や有線通信では,広 帯域海底ケーブルが世界各地に伸び,ま た国内にお

いては,伝 送網の広帯域化及び電話交換の自動化技術の進歩改良に伴って,

全国即時ダイヤル化が可能になるな ど,電 話の普及発達が促進され,電 話サ

ービスの多様化も進め られているが,な お今後世界各地とのダイヤル即時化

の拡大,電 子計算機と結んだデータ通信サービス,そ の他電気通信サービス

のより一層の多様化等 のための研究開発が進められることとなろう。

無線通信においては,そ の使用周波数帯が10数kHzの 超 長 波 か ら数10

GHzの ミリ波,更 にそれ以上の光の分野に属するレーザまで,非 常に広範

囲にわたって多様な形で利用されつつある。

その主なものについてみると,固 定通信では,マ イクロ波に よる超多重通

信あるいは見通 し外通信などへと発展 し,無 線航法では,中 波のみならず超

短波からミリ波まで利用する種々の航行援助方式が開発され,移 動無線,放

送においても,マ イクロ波の領域まで実用化が進められているなど,電 波利

用の形態は非常に広範な分野にわたっている。

また,ソ 連の人工衛星打上げ成功に始 まる宇宙開発では,急 速な発展をみ

せ,人 工衛星を中継体 とする衛星通信は,広 帯域海底ケーブルとともに国際

固定通信に重要な地位を占め,テ レビニ凸一スなど即時世界中継も可能 とな

った。

その他,航 行衛星による無線航法,国 内通信衛星Y'よ る固定通信,テ レビ
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放送の難視聴解消のための衛星放送,そ の他衛星利用の新 しい通信形態の開

発が進められている。

一方,無 線利用に対する需要は激増の一途をたどってお り,ミ リ波帯から

レーザの実用化に至る使用周波数帯の拡大,及 び同一周波数の同時使用,使

用帯域幅の狭帯域化,通 信内容の高品質化,回 線の高信頼化等有効な周波数

帯利用技術の研究開発が重要な課題となっている。

また,テ レビ放送における難視聴対策の一つとして登場 した有線テレビジ

ョン放送(CATV)か ら発展 した同軸ケーブル情報システム(CCIS)は,

一般家庭を対象 とした多種多様の情報交換システムとして,い わゆる情報化

社会を担 うものとして今後の開発が期待されている。

その他最近においては,海 洋開発に伴 う電気通信利用の一環として,特 異

な伝搬特性を示す海中通信,山 岳の多い我が国の地理的悪条件を海洋利用に

よ り解決しようとする海洋マイクロ波中継等の研究開発が大きくとりあげら

れてきている。

これら現在の電気通信技術は,半 導体工学,も う少 し範囲を拡げて固体エ

レク トロニクスによって支えられているといっても過言ではなかろ う。

第2次 世界大戦後の1948年,米 国のベル電話研究所のバーディーン,ブ ラ

ティン両博士により世に送 り出された点接触形 トランジスタは,ま もな くシ

ョックレイのp-n接 合理論に基づ く接合形 トランジスタが1950年 に開発 さ

れるに及んで,飛 躍的な発展を遂げ今日に至った。

この間,拡 散技術の応用等製法の研究開発により,周 波数特性,電 力特性

及び信頼度が著しく改善され,ま た電圧制御素子 として電界効果 トランジス

タ(FET)の 開発等があ り,ト ランジスタの応用分野が一段 と拡大された。

更に,小 形,高 速,経 済化等の要求を満たすべ く集積回路(IC)が 開発され,

高集積回路(LSI)へ と発展 している。

また,コ ヒーレント光を利用することにより,超 々広帯域通信その他広い

分野に利用の可能性をもつレーザの開発などが進められている。

このように電子回路を形成する能動素子及び部品などとともに,通 信方式
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の研究開発により今後の電気通信はますます進歩発展 していくご とに な ろ

う。

以上のような電気通信に関する基礎分野,応 用分野についての我が国にお

ける主な研究機関として,次 のようなものがある。

郵政省における研究機関としては,電 波研究所がある。 同研究所には224

名の研究者がお り,47年 度予算は歳出16億6,000万 円,国 庫債務負担行為1

億9,000万 円である。

電電公社,NHK及 び国際電電 もそれぞれ研究部門をもっている。 電電公

社には,研 究開発本部,武 蔵野電気通信研究所,茨 城電気通信研究所及び横

須賀電気通信研究所があ り,研 究者は1,983名,47年 度予算は334億 円 で あ

る。NHKは 総合技術研究所及び放送科学基礎研究所を設置 してお り,研 究

者は495名,47年 度研究費は27億9,200万 円である。 国際電電にも研究者109

名を擁する研究所がある。

なお,研 究機関ではないが,郵 政省に電波の規律に必要な技術的諸問題に

関 し,郵 政大臣の諮問v'応 じる機関として電波技術審議会が設置 され て い

る。

以下次節においては,巨 大プロジェク トといわれる宇宙開発,海 洋開発及

び日常生活に密着 した最近の目新 しい研究開発について述べることとする。

第2節 研究開発の課題とその状況

1宇 宙 開発 と通信

(1)概 況

1957年10月4日 人類史上初の人工衛星スプー トニク1号(1957-A2)が

ソ連によって打ち上げられ成功 して以来,現 在までに宇宙空間に打ち上げら

れた世界各国の人工衛星等の宇宙飛 しょう体は千数百個にも達する。これら

の人工衛星等は,科 学研究,通 信,気 象,航 行,測 地等さまざまの分野にわ

た り,今 後 も利用範囲の拡大が予想されるが,こ れ らは目的達成のためにそ
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の打上げ ロケットとともに何らかのかたちで電波を利用した通信に依存 して

いる。一般に宇宙機(spacecraft)を 含めた系の無線通信を宇宙通信又は宇

宙無線通信(spaceradiocommunication)と 呼んでいる。

宇宙通信は,新 しい通信形態 として登場 して日が浅いが,通 信衛星の出現

によって以前短波に依存 していた国際通信は,こ の衛星を用いる通信システ

ムに主役の座を明け渡 した。

我が国における宇宙通信の研究が本格化したのは,昭 和37年 に郵政省電波

研究所が茨城県鹿島町に,宇 宙通信研究用の地上施設(直 径30mパ ラボラア

ンテナ等)を 建設 した ときからである。ほぼ同 じころ,国 際電電が茨城県十

王町に衛星通信実験施設の建設を行い,商 用通信のための研究を開始 した。

宇宙通信に関する周波数の分配,技 術基準については,1963年 に開催され

た臨時無線通信主管庁会議(EARC)に おいて初めて無線通信規則のなかに

定められたが,そ の後の宇宙通信分野の急速な進展に対処するため1971年

にジュネーブで開催された宇宙通信のための世界無線通信主管庁会議(WA

RC-ST)で 大幅に改正された(1973.1.1発 効)。

(2)通 信衛星,放 送衛星開発計画

最近における世界の宇宙開発の動きを見ると,既 に打ち上げ られている通

信衛星には国際通信用のインテルサ ット衛星及びモルニア衛星があ り,ま た

国内通信用 としてはカナダのアニク衛星がある。現在開発中の通信衛星 とし

ては,1974年 打上げ予定の米国国内通信衛星及び独仏共同開発のシンフォー

一衛星,1975年 打上げ予定のイタリアのシリオ衛星等があ り,ま た欧州宇宙

研究機構(ESRO)は,欧 州の地域通信衛星を開発中であるが,こ れは1980

年代Y'実 用システムを完成することを目標に1976年 ごろ試験衛星(OTS)を

打ち上げることを計画 している。

放送衛星については,現 在まだ打ち上げられた衛星はないが,1974年 に米

国のATS-Fが,1975年 にカナダのCTSが それぞれ実験用衛星として打ち

上げられる予定であ り,西 独も1980年 ごろに放送衛星の打上げを計画してい

る。
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一方,国 内的にみても,通 信関係では今後の国内通信需要を満たすために

は,従 来の地上 システムのみでは到底賄いきれないと考えられ,ま た非常災

害対策としても速やかに衛星通信システムを加えて通信回線の多様化を図る

必要があると考えられる。また放送関係についても,難 視聴の解消のために

は,衛 星放送システムの導入が必要であると考}xら れる。

以上のような諸情y'か んがみ,我 が国としても早期に両衛星の開発を進

め,必 要な通信需要,放 送需要を満たす技術を確立す るとともに,国 際的な

場における発言力を強化し,必 要な静止軌道上の位置,周 波数等の電波権益

の確保を図る必要がある。このための衛星の打上げの実現可能な最も早い時

期としては,昭 和51年 度と考}ら れる。

このような背景から郵政省では,実 験用中容量静止通信衛星及び実験用中

型放送衛星の開発を早急に推進する必要があるとして,同 計画の我が国の宇

宙開発計画への追加を47年9月 に宇宙開発委員会に対 して要望した。その結

果,47年 度決定(48.3.1)の 宇宙開発計画のなかで,実 験用中容量静止通信

衛星と実験用中型放送衛星の所要の開発研究をすすめることとし,そ のため

の経費として48年 度分約8億7,300万 円が認め られた。

両衛星についてはその後,48年10月29日 の宇宙開発委員会において,昭 和

51年度に打ち上げることを目標に開発を行 うことが正式に決定された。

両衛星計画の概要は次のとお りである。

ア.通 信実験衛星計画

我が国における将来の情報流通量の激増に対処 し,ま た将来予想される

国際協力の要請Y'応 ずるためには,大容量静止通信衛星が必要であるが,こ

れに至る過程 として51年度を目途 として電話換算4,000回 線程度が伝送可

能な軌道上重量約300kg程 度の実験用中容量静止通信衛星を打ち上げる。

これにより衛星管制技術及びシステム運用技術の確立を図るとともに,

衛星通信システムとしての伝送試験,準 ミリ波帯における伝搬実験を行 う

こととし,そ の結果によっては,離 島回線の設定,災 害時における重要回

線の確保及び臨時回線の設定について実験を行 うこととしている。
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イ.放 送実験衛星計画

テレビジョン放送を行 う衛星は,そ の最終目標 としては個別受信が可能

な大型衛星であるが,こ れは将来,教 育用,難 視聴解消用などにも利用で

きるものと考えられ,ま た国際協力の手段としても有効であると考えられ

る。この大型衛星に至る過程として,51年 度を目途 として共同受信が可能

な軌道上重量約300kg程 度の実験用中型放送衛星を打ち上げる。

これにより,衛 星管制技術及びシステム運用技術の確立を図 る と と も

に,地 上受信技術を含む衛星放送システムの画像及び音声の伝送試験など

を行 うこととしている。

2海 洋開発 と通信

海洋開発本来の目的は,海 洋を探査 して水産資源,鉱 物資源,海 洋エネル

ギーなど海洋のもつ無尽蔵な資源及び海洋のスペースを有効に利用すること

であるが,そ のためには極めて広範囲な分野にわたる科学や技術を必要 とす

る。周囲を海に囲まれた我が国においては,世 界的な海洋開発推進の気運と

も呼応 し,海 洋開発のための科学技術に関する各種 プロジェク トを取 り上

げ,政 府民間あげてこれに取 り組んでいる。

郵政省としても,海 洋開発における電気通信の利用の分野,な かんず く海

洋情報の伝送技術の研究開発の重要性にかんがみ,ま た,開 発の進展に伴 う

電波の周波数需要の増加が予測されるので,当 面推進すべき次の二つのプロ

ジェク トに参画して,積 極的に関連する調査研究に当たっている。

① 海洋環境の調査研究及び海洋情報の管理

② 海洋開発に必要な先行的共通的技術の研究開発

この分担課題 としては 「海洋情報の伝送」及び 「海洋電子技術」に関する研

究であって,電 波研究所において目下,「 レーザによる海中情報伝送シ ス テ

ム」及び 「ヘリウム音声改善装置」の研究が進められている。一方,海 洋ス

ペースの利用について,通 信の分野で考えられていることは,我 が国の政治

経済社会の中枢である大都市が 太平洋ベル ト地帯と呼ぼれる沿岸に 位 置 し
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てお り,今 後これ らの地域における情報量は更に増大するものと考えられる

が,こ れに対応する陸上の通信網の建設はますます困難になることが予想さ

れる。そ こで海域を利用 しその自然環境に適合 した海洋中継所の構想が電電

公社により打ち出され,大 容量海底同軸ケーブル技術とマイクRウ ェーブ伝

送技術を活用 した開発計画のもとV'実験が進められようとしている。

以上について次にその状況を述べる。

(1)海 中通信及びヘ リウム音声処理

ア.レ ーザによる海中情報伝送システム

海中における情報伝送には,超 音波,ケ ーブル,長 波電波等が利用さ

れてきたが,経 済性と移動性,伝 送帯域その他それぞれ問題がある。ま

た,超音波 レーダは解像力,疑似エコーの点で問題がある。そこで海中に

おける各種情報を高速広帯域に伝送するシステムとして レーザ光の有効

性が着 目され,現 在のレーザ技術,動 向,実 用時期等を検討 した結果,

とりあげ られた研究課題は

① 大陸棚海底から海面までのレーザ光による広帯域情報伝送システム

の開発

② レーザ光による海中物体探査システム(レ ーザレーダ)の 開発

③ 以上の二つのシステム完成に必要な海中レーザ光伝搬特性の研究

であって,レ ーザ光の散乱特性,偏 光特性,伝 送可能帯域幅等未開拓の

問題と取 り組んでいる。水中におけるレーザ光の伝搬は,直 進光と多重

散乱光からな り,減 衰距離の10倍 ないし20倍の距離では多重散乱光の方

が強 くなる。現在室内水そ うによ り距離と散乱物質の量や性質をパラメ

ータとする減衰特性 と偏光特性の測定を完了し,更 に海中における測定

及び散乱通信における回線設計上問題 となる伝送可能帯域幅及び位相特

性などについて定量的資料を集積中である。

イ.ヘ リウム音声改善装置

海中居住基地や潜水に際 して,水 圧に対応する高圧にさら され るた

め,必 要以上濃厚な酸素や窒素にすると生理的な障害が生ずるので,へ
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リウムを主成分とした混合ガスが使用され て い る。このような環境で

は,音 声は大 きくひずみ(ヘ リウム音声),深 度の増加 とともY'了解度は

低下する。したがってアクアノー トとの意志の疎通を確保するため,ヘ

リウム音声の了解性を改善する問題が重要 となってきた。そ こで深度に

よって低下 した音節明瞭度の資料を分析 し,こ れに対す る改善装置を開

発中であ り,簡 易型装置を試作 して良好な結果を得ている。 これはヘ リ

ウム音声波形を一定の区間に区切 り,そ の一部を捨てて残 りをもとの区

間に伸張する方式のものであって,現 在なお改良すべ く検討中である。

このほかに,ヘ リウム音声を音源波形と声道の伝達特性V'分 離 し,それぞ

れ正常な音声のものに変換 した後合成する精巧な方法を研究中であ り,

電子計算機シミーレーションによってその有効性の確認を行っている。

(2)海 洋マイクロ波中継

この基本構想は,周 囲を海で囲まれている我が国の地理的条件を生かして

日本全体を海底同軸ケーブルで取 り囲み,沖 合(大 陸棚の端)に 係留 した海

洋中継所(ブ イ構造)を 利用して陸地 との間をマイクロ波で結ぶとい うもの

である。この方式によれば,① 海底同軸ケーブルの分岐陸上局 として利用で

きるだけでなく,② 陸上におけるマイクロ波ルー トのひっ迫時に岬,半 島,

海洋中継所をわたる海岸ルー トをとることができ,更 に③島及び海洋中継所

ぞいに離島又は外国への通信回線の建設 まで発展させる等の可能性をもち,

浅海で損傷を受け易い海底ケーブルの弱点を補い,ま た,海 洋標識や観測ブ

イ等の多目的な利用を図ることも考えられる。

現在進められている海洋中継所の計画は,チ ェーンで海底に係留された大

きな直立円筒形のブイ構造のもの(全 長135m,海 面上部分30m)の 上部に

アンテナ,通 信機器等を収容し,4GHz及 び6GHz帯 で2万3,400ch伝 送

を行おうとするものであって,波 浪等による動揺や回遊を極力防止するよう

考慮が払われているほか,ア ンテナ制御やテレメータも可能な設備をもたせ

ている。

この未経験な構造物である海洋中継所を沖合に設置 し,次 の諸点について
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海上実験を行 う準備が進められている。

① マイクロ波のビームオフを避けるためのアンテナ制御技術

② 海面反射波によるフsジ ング防止のためのダイバーシチ方式

③ ブイ本体の係留技術,動 揺特性及び耐蝕性

以上は海洋における通信技術開発の動向であるが,今 後の海洋 開 発 に よ

り,人 類が海洋をいかに利用でき,そ こでどのような生活が期待できるかが

明らかになるが,そ の進展 と密接不可分な関係に留意 し,未 解決又は未着手

の諸問題に対する研究開発を推進するとともに,海 洋開発推進の基本的構想

と方策についての海洋開発審議会の答申に基づ く関連諸施策の遂行に努力す

ることとしている。

3電 子交換方式 と新電話サービス

最近の情報化社会を指向する社会環境にあっては,経 済活動や社会生活な

どにおける電気通信サービスに対す る依存度は一段 と高 くなってお り,需 要

の増加,要 求の多様化とともに,更 にデータ通信や画像通信といった新たな

メディアが加わってきた。

このような社会的な要求を十分に満たし,ま た,経 済的に実現するために

は,各 種の情報を伝送,交 換す る電気通信システムを,い かに合理的に総合

化するかが重要な問題であ り,総 合的,体 系的なシステム ・エンジニアリン

グの必要性が生 じてきている。

以下,総 合化された通信網の中心をなす電子交換方式について,新 しい通

信サービスとの関連を含めて述べる。

(1)交 換技術の開発動向と電子交換方式

電子交換機の研究開発は,第2次 世界大戦前にさかのぼる。 しかし,実 用

品としての電子交換機の可能性がでてきたのは,戦 後における半導体の出現

によってであ り,か つ機能 として蓄積プログラム制御技術を導入してからで

ある。この技術を使った電子交換機 としては,1965年 にベル ・システムNo.1

ESSが 二凸一ジャージー州で商用化されたものが世界最初であった。欧州各
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国でも1950年 から1960年 にかけ電子交換機の研究に着手 し,ス ウェーデンの

AKE方 式,西 独のESK方 式,フ ランスのEIシ ステムなど特徴のある方式

が開発されている。

我が国における電子交換機の本格的な実用化研究は,昭 和39年 より電電公

社電気通信研究所を中心に進められてお り,第3-7-1表 に示すような各方

式のものが試作され46年 から実際に運用 されている。

一方 ,国 際電電でも増大する国際電話 トラフィックを能率よく交換す るた

め,46年 同社の研究所に実験用国際電話交換システムKDX-0を 設 置 し

第3-7-1表 我 が国の電子交換機の開発経過

方 式

DEX-1

DEX-T1

DEX-2

DEX-21

Dto

時 期

昭和39年

40年

44年 ～

47年

46年 ～

47年 ～

48年 ～

概 要

蓄積プログラム制御技術の体得と

ハードウェア技術を確認するため

の試作機(蓄 積プログラム制御,

空間分割形通話路)

蓄積プログラム制御,時 分割形通

話路

現場試験機

商 用 機

商用機(市 内交換機)

商用機(市 外交換機も含めて)

該 当 局

武蔵野電気

通信研究所

同 上

東京牛込局

東京霞ケ関局

東京銀座局,東

京四谷局,大 阪

船場局,

東京淀橋局,

名古屋広小路局

東京大手町局,

大阪谷町局
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た。その後 ソフトウェア,ハ ー ドウ_ア の室内総合実験を行い,47年 初めこ

れを完了した。 今後KDX-0の 成果を基礎 として実用国際電話電子交換シ

ステムの開発を進め,51年 ごろより運用を開始す る予定である。

電子交換方式に関する将来の研究開発の方向として最大の課題は,時 分割

技術を通話路に使用 した時分割電子交換機の実用化であ り,こ れとPCM(パ

ルス符号変調)伝 送路を結合 してPCM統 合網を実現し,効 率的な画像情報

の交換,高 速度のデータ伝送などを可能とすることであろ う。

当面の問題 としては,サ ービスの広域化を図るために中小規模の局におけ

る経済的な方式や遠隔制御技術の確立,半 導体技術など関連技術の急速な進

歩に対応する機器の経済化などが考xら れるが,多 様なサービスに容易に追

従し得るソフ トウ占ア技術の開発,あ るいは ソフ トウェアの管理技術の向上

も重要な検討 目標である。

(2)新 電話サービスと交換機の機能

我が国の経済的豊かさの向上 と,電 気通信需要の多様化によって,新 たな

通信サービスが要求されている。従来の電信,電 話サービスのほか,こ れら

の要求にこたえるためデータ通信サービス,画 像通信サービス等の研究開発

及び実用化が公衆電気通信事業体を中心に進められている。

ここでは,こ れら新通信サービスのうち,デ ータ通信,画 像通信は他項に

ゆずることとし,新 しい電話サービスについて述べる。

新電話サービスは第3-7-2表 に示されるように多種にのぼるが,主 とし

て交換機の機能に関連するものとして,現 在第3-7-3表 のような項 目が想

定 される。

これらのサービス項 目に対 してその実現性を検討するには,交 換機能上や

宅内機器としての可能性など技術的観点ぼか りでなく,必 要度の程度や通信

事業者の経営面など総合的な評価が必要である。新電話サービスは電子交換

機ではすべて実施可能であるが,既 に多数設置されているクロスバ交換機で

は困難なものもあるので,そ の実施上の問題について公衆通信システム全体

に対する影響も含めて,検 討が行われている。
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第3-7-2表 新電話サービスの分類と定義

分 類1 定 義 と 例 示

新 自動サービス

新宅内サービス

新PBX
サ ー ビ ス

移動体サービス

電話機とその附属装置を使用し,自 動変換機を介して,人 間
一人間
,人 間m械 の電話をより便利にする全自動サービス。

例えば,短 縮ダイヤル,割 込み通話,伝 言電話等。

電 話 回 線 端 末 に 宅 内機 器 を設 置 し,通 話 と取 扱 いを よ り便 利
にす る と と もに デ ザ イ ン,色,大 き さな どの付 加 的,装 飾 的

価 値 を 高 め 快 適 な もの とす るサ ー ビス。

例 えば,プ ッシ ュホ ン.オ ー トダ イ ヤル,ホ ーム テ レホ ソ,
カ ラー電 話 機,小 形 電 話機 等 。

現行のPBX機 能に各種の新サービスを付加し,
者 の通話をより便利にする新サービス。
例えば,ビ ル電話,ホ テル電話等。

PBX加 入

移動体加入者 と一般加入者,あ るいは移動体加入老相互を結
び通話をより便利にする新サービス。
例えぽ,ポ ケットベル,ス ーパーベル,自 動車電話等。

第3-7-3表 新電話サービスの種類

発着信の区別 サービスの種類 機 ヒ
ヒ
ム
目 備 考

騙 発信時1短 縮 ダ ・ ヤ ・レ ダイヤル回数を短縮できる。 44年 実用化済

'' 国 際 自 動 即 時 薄鯛 君fイ ヤル自動購 でか147年 実用化済

'' 発信側キャソプオソ
相手側が話中の場合,終 わ り次
第つながる。

'' い っ せ い 指 令 複数の相手をいっせいに呼出す。

'' 音 声 ダ イ ヤ ル 音声によりダイヤルする。

騙 着信時摩 時・自輔 送1警難 嘘 算舞 自動的噺

通 話 中1割 込 み 電 話慰 囎 轟 論 亀鍔 酬 ・・年実用化済

'「 着信側キャンプオソ 話中に遭遇 した時でも通話終了
後,第 三者からの着信が可能で
ある。

'7 ホ ー ル デ ィ ・グ墾 母麗 芒囎各醤 謝

'' 3者 通 話

(ア ッ ド オ ン) 第三者を呼び出して3者 で打合
せをする。

不 在 時1伝 言 電 訓 相手に簡戦 伝言をす・・

''

障 信 転 送 肝 離 を転送することができ1
'' 自 動 着 信 課 金 瞬 側で料金を飽 す・. 1
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(3)通 信網の総合化と電子交換機能

情報化社会における公衆電気通信サービスに対する需要は多量,多 様化 し

ており,こ れにこたえるためには,急 速に進歩発展す る通信技術 の動 向 か

ら,従 来の電話網などのような単能的な回線網ではな く,デ ータ通信や画像

通信といった新通信サービスに対 して高度な適合機能をもつ通信網の形成が

必要である。

通信網の形成対象としては,電 話網,デ ータ網,画 像網などがあり,こ れ

らの通信網は,必 要に応 じて高度な性能をもった交換機を介 して相互に有機

的に結合されることによって総合化されるものである。

通信網の総合化の目的は,各 サービスのシステム間で設備の共用により,

経済的な網構成を可能とすることであり,か つ,多 様なサービスを対象とし

て,端 末相互はもちろんのこと,電 子計算機相互,更 には異種のサービス端

末間の接続を,網 構成のいかんにかかわらず可能とすることである。

国際的にも1972年 の国際電信電話諮問委員会の総会で,総 合通信サービス

網が検討課題として取 り上げられた。我が国においても電子交換機を中心に

研究が進められているが,そ の発展形態を展望すると,現 在の電話交換網の

ように端末から端末までの回線接続を行 う回線交換期,変 換処理を含む蓄積

交換を行 う情報処理機能との融合期,及 び交換機とディジタル伝送路 とが機

能的に統合化され高品質の通信システムを提供する伝送機能 との統合期の段

階に分けて進むものと予想されている。

4画 像通信 と大容量伝送

目を通 して得られる視覚情報は,聴 覚にたよる情報に比べ,は るかに豊か

な情報を含んでお り,ビ デオテープ,ビ デオパ ッケージ,産 業用テレビ,有

線テレビジョン放送(CATV)な どビデオ産業の発達 とともに,画 像情報の

活用が産業,教 育の分野を中心に積極的に取 り入れ られるようになってきて

いる。

これ らの画像方式の利用は,一 般に比較的狭い範囲の限 られたシステムの
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な かで行われ て きたが,情 報化 時代 を迎x,遠 隔地 におけ る 画像情報 の 利

用,す なわ ち,画 橡通信に対 す る要求 が強 くなって きてお り,諸 外 国におい

て も,プ アクシ ミリな どのサ ービスの提供が行われは じめてい る。

画像情報サ ー ビスの種類 を分類す る と第3-7-4表 の よ うになる。

第3-7-4表 各種画像通信サービス

加入形式 テレビ電話

映像通信(テ レビジョン方式)

画像記録通信(フ ァク
シミリ方式)

(注)

240kHz帯 域

4MHz帯 域

一 は,現 在既に実用化されているものである。

綴{灘 霧野

凹　瓢驚)
し繊藤 一 一 …'L

第3-7-5図 各種情報信号と周波数帯域

田 悩
形 魍

「晒堤雛
種 別 k四, 且0 L側 t.aro 10.㎝}

音

慧
信

電

放

a舌

送 15

q

翼
通

償

電

デ タ 通

,」

儒

n

4A

240以上

・4

az

画

像

通

信

7ア ク/

手 書 億

心 電

1ノ

送

図

4

12

Afl
uo以 上

4

圏

・1

テ レ ビ 電

産粟朋テレビ 動 画

放

:h

静止画

送

1,000-4,000

4-4,000

4,000以 上

4,000



一358一 第3部 各 論

画像情報は一般に冗長度が大 きく,こ れを高速度で伝送するには,第3-7

-5図 に示す ように広い周波数帯域を必要とすること,電 気信号 と画燥 との

相互変換のために端末機器が複雑になること,な どから費用が高 くな り,こ

れが画像通信の普及の阻害になると考えられることから,狭 い周波数帯域で

有効に情報を送る帯域圧縮技術や端末機器の改良に技術開発の努力が向けら

れている。

一方,テ レビ電話,高 速 ファクシ ミリなどの画像通信,電 子計算機相互を

結ぶ超高速度 のデータ伝送,電 話の普及に伴 う通話量の増大等情報化社会に

おける膨大な通信量を疎通するためには,大 容量伝送路 として同軸ケーブル

方式,マ イクロウェーブ方式,ミ リ波技術などの伝送に対す る技術開発が不

可欠である。

以下,画 像通信及び大容量通信方式の技術開発動向について述べ る。

(1)画 像通信方式

ア.テ レビ電話

テレビ電話は,電 話 と映像機能 とを組み合わせ,会 話本来の形態を再

現させようとするものであるが,ま た,品 物や簡単な図面などを相手Y'

見せ,言 葉では表現 しにくい内容を容易に理解させた り,デ ータセンタ

ーか らのデータ情報をも表示することなど多面的に利用できる。

我が国では,電 電公社が45年 の日本万国博覧会会場に65台 のテレビ電

話(帯 域1MHz方 式)を 設置 し,実 験公開を行ったが,そ の後 も,47

年まで数次にわたる社内試験を行った。

テレビ電話方式に関する検討課題は,本 方式が従来の音声通信の場合

と異な り広い周波数帯域を使用する通信方式であることか ら,端 末機器

から交換方式,伝 送方式までのすべての分野にわたっているが,特 に重

要な問題は,周 波数帯域をい くらにするかである。

伝送する画像品質の上からは,帯 域を広 くする程品質が向上するが,

一方 ,伝 送設備等の面からは,広 い帯域の伝送には同軸ケーブルなどの

高価な設備を要 し,経 済性を損な う。この調和点を見い出すため,諸 外
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国においても研究が進められているが,我 が国では,電 電公 社 に お い

て,周 波数帯域を1MHzと するものと,4MHzと するものの装置が試

作されてお り,両 方式について,効 用,伝 送品質,経 済性,他 種サービ

スとの関連などの面での検討を進めている。伝送方式の面では,加 入老

線路としてペアケーブルを用い,6線 式で構成し,広 帯域伝送を行 うた

め,中 継器がそ う入 される方式を とっている。伝送路設備はテレビ電話

方式の経費を左右す る大 きな要因であるのでその経済化が重要であり,

同軸ケーブルによる方式が高価なことから既設電話 ケーブルの利用,広

帯域ペアケーブルの開発などの技術開発が進められている。

市外伝送路としては,既 存のマイクロ波方式,同 軸方式などのアナR

グ周波数分割多重方式が当面用いられ,そ のためこれ らを対象とした装

置が試作されてお り,将 来は準 ミリ波や ミリ波を用いた大容量無線方式

や同軸PCM方 式が用いられることになると考えられるが,特 に全国網

においては長距離伝送(多 リンク中継)が 必要にな り,こ のような場合

はPCM伝 送のようなデ ィジタル方式による伝送が有利と考えられる。

このため画像信号をPCM伝 送路にのせるためのPCM符 号器などの実

用化が進められている。

端末装置は,1MHzテ レビ電話機についてはほぼ検討を終了してい

る。主な諸元は,水 平走査8kHz,垂 直走査60Hz,走 査線数267本,フ

レーム数30/s,標 準視距離80cm,書 画撮像距離34～37cmと なってい

る。

4MHz方 式については,47年12月 か ら一部で 試行的に提供されてい

る。

そのほか伝送路の経済化を目的 とした静止画像信号の能率的な伝送方

式について,磁 気メモリあるいは蓄積管などを使用した実験装置などに

より通信方式の検討が進められている。

電電公社が47年に本社 ・武蔵野電気通信研究所間で実施 した社内試験

では,テ レビ会議電話,画 像情報表示などの実験も行 った。
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イ.CATV

CATVは,約20年 前に米国で誕生し,我 が国でも当初はテレビ放送

の受信困難な山間へき地における難視聴対策及び ビル陰対策 として利用

されてきた。 しか し,一 般にCATVの 方式は,同 軸ケーブルなどの広

帯域伝送路を使用 して,各 家庭に信号を分配するシステム構成 となるた

め,単 にテレビの再送信ぽか りでな く,各 種の自主番組のほか,フ ァク

シ ミリやデータの伝送,卿 こは双方向機能をもたせて多彩なサービスの

提供が考えられるようにな り,地 域社会に密着 した情報システムとして

社会の大きな注 目を浴びるようになった。このような同軸ケーブルを用

いたシステムは,将 来いろいろな発展形態が想定され る が,本 質的に

は,広 帯域伝送路を利用した情報メデ ィアであるため,伝 送路の経済化

とネットワーク ・システムとしての効率化が基本的な問題 といえよう。

ウ.模 写伝送(フ ァクシミリ)

ファクシミリは送信原画を走査 し,こ れを電気信号に変換 し,受 信画

を得る通信方式をい う。

現在,送 信原画を走査する方式 としては,一 般的に回転円筒 と光電管

の組合せが用いられているが,平 面走査のためオプティカル ・ファイバ

を用いた方式が開発されている。高速な走査を必要 とする場合は,電 子

的走査が必要 とな り,そ の実用化が進め られている。

受信記録方式 としては各種のものが考えられてお り,従 来は写真伝送

には銀塩紙を用いた化学的写真方法が用いられ,白 黒模写伝送は放電記

録が主として用い られていたが,最 近では光を利用する電子記録,直 接

帯電を利用する静電記録が用いられるようにな り,更 に直接電子 ビーム

で記録する方法などの開発が進められている。

このような技術の進歩の結果,従 来A4判 の原稿を電話線を用いて伝

送するのに6分 程度を要していたが,現 在は3分 程度で伝送可能なもの

が出てきている。これとともに,プ アクシミリにおけるディジタル化,

使用周波数帯域を狭 くして経済的にファクシ ミリ伝送をするための圧縮
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方式 につ いての研究が進め られてお り,こ れ らの技術に よ り更に高速化

が進む もの と思われ る。

フ ァクシ ミリの性能向上 の問題 では高速化,高 分解能力,記 録品質改

善が重要であ り,ま た,特 に光 に関連す る電子的部 品,例 えば,発 光 ダ

イオ ー ド,レ ーザ,ホ ログラフ ィーな どの研究 が高性能 のフ ァクシ ミリ

の実用化に大 きな影響 を及ぼす ものと考}ら れ る。

また,今 後はデータ通信 との結びつ きとして,フ ァクシ ミリは,グ ラ

フィ ックな出力 の受信記録用端末装置 として有望な機器 であ り,ま た漢

字 を含む メッセージの記 録用 としてもプ リンタよ り実用性 が高 い といわ

れている。

広帯域を利用 した ファクシ ミリは,現 在新聞電送 な どに使われてい る

が,将 来はCATVな ど広帯域回線の普及に よ りビデオ帯域 の高速度 フ

ァクシ ミリも実現 の可能性が ある。 また,家 庭用 のフ ァクシ ミリの可能

性 も考Txら れ,こ れ らについて基礎的な研究が進め られてい る。

2)伝 送路の大容量化

増大 する通話 の需要を賄 うとともにテ レビ電話,フ ァクシ ミリ,デ ータ通

雪な ど広 い帯域を使用す るサ ービスや高速度 の伝送を要するサ ー ビスの需要

二対応す るためには大 容量 の伝送路が必要 とな り,こ のため同軸 ケーブル方

ζをは じめ,ミ リ波 方式,光 通信方式 などの方式の研究 が進め られてい る。

尺下 これ らの大 容量伝送路方式について述べ る。

ア.同 軸 ケーブル方式

現在,電 話回線に用い られてい る同軸 ケーブルは,標 準 同軸 ケーブル

(内外径2.6/9.5mm)と 細 心同軸 ケーブル(同1.2/4.4mm)に 大 別 さ

れ,ケ ーブル特性はいずれ もCCITT規 格 を満足 してい る。伝送方式 と

して代表的 なものは12MHz方 式 であ り,主 な規格 は第3-7-6表 の と

お りである。

12MHz方 式 の次の方式 として,60MHz方 式 があ り43年 か らその開発

研究が開始 され,47年 か ら商用試験が行われている。
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第3-7-6表 12MHz同 軸方式規格

方 式

12MHz方 式

線路周波数

308^-

12,435kHz

チ ャンネル数

2,700ch

中継間隔

4.5km

給 電 方 法

真空 管 式1,5QOV

トラ ン ジス タ直流

700V,75mA

60MHz方 式は標準同軸ケーブルを使用 して,標 準1.5kmの 中継間隔

で,伝 送帯域4,287～61,160kHz,電 話換算で1万800chの 伝送が可能

であ り,将 来のテレビ電話の画像信号Y'も 使用 し得 る(1MHzテ レビ

電話で36回線の伝送可能)。

同軸ケーブル方式に関する現在の開発課題としては,60MHz方 式の

適用範囲を拡大するための関連機器の開発及び60MHz方 式よ りも更に

大容量を有する方式についての研究がある。

海底同軸ケーブル方式に関して述べると,市 外電話回線の増大により

安定 した回線の確保のために,現 在の陸上主要伝送路である12MHz同

軸方式(2,700ch)を 海峡や湾をへだてて伝送する海底同軸ケーブル方

式の必要性が増 してきている。このため電話2,700chを 伝送 し得る浅海

用CS-36M方 式が46年 に実用化された。

深海用同軸中継方式については,国 内的には遠 く離れた島hと を結ぶ

長距離伝送路 として,ま た,国 際通信の需要に対処するため,電 電公社

と国際電電が協力体制のもとに深海用2,700ch方 式(4kHz/ch)及 び

1,600ch方 式(3kHz/ch)の 開発を推進 してお り,50年 前後には実用

化す る予定 としている。

海底ケーブル方式は,最 近の半導体技術の発達により高信頼度中継器

の設計,製 造が容易にな り,経 済化が 期待できるようになって きた こ

と,ト ラフィックの増大及び通信システムの信頼度の面か らマイクロ波

方式あるいは衛星中継方式と並行的に海底ケーブルを設置することが望

ましいことなどのため,今 後,国 際的にも海底同軸中継方式の開発が進
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められよう。

イ.パ ルス符号変調(PCM)方 式

多重化電話伝送方式 としての経済性からみると,PCM方 式はディジ

タル方式による伝送方式 として従来の周波数分割多重(FDM)方 式に

比較し,ろ 波器が不要であること,ト ランジスタがディジタルのもので

よいことから変換装置の価格低減ができるので,短 距離方式としても経

済性を有する。

現在我が国において実用化されているPCM方 式として,PCM-24

があり,こ の方式は,40年 に実用化されて以来,全 国で約9,000シ ステ

ムあり,特 に電話網における端局及び集中局間(距 離として20km)程

度でその威力を発揮 している。

PCM方 式の将来の方向としては,電 話信号以外に画像,デ ータ,フ

ァクシミリ等の多種多様な情報を伝送できる汎用伝送路が望まれる。電

電公社ではこれにごたTる ため,PCM-100M方 式(電 話1,440回 線/シ

ステム,又 はテレビ電話(帯 域1MHz)9～15回 線/シ ステ ム,中 距離

伝送用)の 実用化を図 り,48年 に商用試験を開始し,更 に長距離基幹回

線用超多重同軸方式(例 えぽ,PCM-400M方 式)の 検討を行っている。

また,既 設FDM回 線によるPCM伝 送方式として,全 国網として既

に存在 しているFDM伝 送路によ り,デ ータや画像信号のディジタル伝

送を可能にすることを 目的とするPCM-FDM方 式の研究も進め られ

ている。

ウ.ミ リ波通信方式

ミリ波通信方式は,空 間媒体における霧や雨による減衰が大 きいが,

導波管線路を使用した超大容量通信方式としてその適用領域がある。過

去においては1シ ステムで電話数万chに 及ぶ容量を持つ伝送方式を 必

要 とする程の通信の交流を考えることが難 しかったが,テ レビ電話をは

じめとする画像通信の発展を考えるとき,そ の大容量性が注 目され 始

め,ミ リ波導波管方式の研究が世界各国で活発化 している。CCITTで
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も将来の標準化を考慮 して,45年4月,伝 送方式 とPCM両 研究委員会

の合同作業部会を設け,討 議を開始 した。

我が国では,電 電公社電気通信研究所において,現 在,40～80GHz帯

を用いたPCM-PM方 式(1シ ステム当た り800Mb/s,26シ ステム)

のものを50年 に商用試験を開始することを目標に実験 してお り,こ れは

電話約30万 回線,又 は1MHzテ レビ電話約2,500回 線の伝送容量を もっ

ている。

また,準 ミリ波の伝送方式のものとして,電 話回線5,760ch,又 は

1MHzテ レビ電話36chの 容量を もつ,無 線中継方式による20GHzPCM

方式の実用化や,30MHz準 ミリ波方式の基礎検討も進められている。

エ。光通信方式

現在,通 信に用い得る光 としては,レ ーザが考えられ,超 広帯域の通

信搬送波 として使 う試みがなされている。用途 としては,宇 宙通信特に

衛星間通信 として伝搬上有望であ り,地 上通信においては空間伝送方式

とパイプや ビーム ・ガイ ドのようないわゆる集束伝送方式が検討されて

いる。

空間伝送方式は,レ ーザ光が雨や霧,も やのようなものに妨げ られや

すいので,距 離が1km程 度であれぽ比較的安定であるが長距離伝搬に

は適当でない。集束伝送方式については,ガ ス レンズを用いた光 ビーム

導波管,ガ ラスなど透明な繊維を用いたファイバ ・オプチクス,レ ンズ

等を一定間隔に用いた光 ビーム導波管が研究 されている。

レーザ ・ビームは,コ ヒーレントな光であるため,伝 送上の問題とし

て拡散,損 失,ひ ずみなどが少ないようにすることが難 しく,例 えばグ

ラス ・ファイバを用いた集束性光伝送体では,実 験的に得たデータによ

れぽ,1km当 た り20db程 度の伝送損失をもっている。

また,通 信用のレーザは,通 信系が必要 とするS/Nを 確保するため

.に十分な発振出力をもたなけれぽならないが,そ の発振源の材料によっ

て,固 体 レーザ,ガ スレーザ,半 導体 レーザに分けられる。
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レーザは通信用 のほか多様 な用途 があるが,固 体 のジャイ アン ト・パ

ルス ・レーザを使 った測距用の レーザ ・レーダがあ り,人 工 衛 星 の 追

跡,空 中にあ るエア ロゾル の測定な どに も応用され ている。 レーザは,

ホ ログラフィー,光 メモ リ,レ ーザ ・デ ィス プレイな ど情報処理技術 と

して も応用 される可能性 があ り,国 立研究機関のほか,大 学,メ ーカー

な どで研究開発が行われている。

5デ ー タ通信方式

近年,社 会経済活動の発展と人hの 生活活動の多様化に伴い,こ れ らの諸

活動に必要な情報量は急激に増大し,か つ情報の疎通範囲は拡大 してきてい

る。

このような社会的背景 と電子計算機及びその利用技術の発達とが相まって

データ通信の急速な発展をもた らしている。

ここで,制 度化された 「データ通信」の定義について簡単にふ れ て み よ

う。社会的な機能の面からいYぽ,離 れた場所にある情報を媒介する電気通

信の機能 と高速度でデータ処理をする電子計算機の機能とが一つのシステム

として一体化されたものである。また,設 備的な面からいえば,情 報処理装

置とデータ端末機器をデータ伝送設備で結んだ設備により行 う情報又はデー

タの伝送及び処理 といえる。

以下.デ ータ通信に関 して,シ ステムの概念を含めてその技術的動向につ

いて述べる。

(1)デ ータ通信システム

ア.デ ータ通信システムの形態

データ通信システムの処理形態は,① 問合せシステム(デ ータ処理シ

ステム)② データ交換システム③データ収集システム④データ分配シス

テム⑤制御システムに分類され,ま た情報処理装置に着目した処理形態

としては,① 時分割方式(TSS)処 理 ②実時間処理 ③ リモー ト・パ ッ

チ処理④ ローカル ・バ ッチ処理がある。
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データ通信システムは一つの電子計算機と電気通信回線 との結 合 に よっ

て,離 れた多数の場所において,電 子計算機にアクセスし情報処理を行 うも

のであるため,そ の利用は基本的にはTSS処 理の方式が主体 とな り,そ の

技術の開発に伴って普及発展するであろう。そして,こ の技術の発展を基礎

として,デ ータ通信の利用は社会経済の多種多様な要求にこたえていくと考

え られる。 したがって,一 つのシステムであっても,仕 事の種類Y'よ って種

hの 処理方式がとられるわけであ り,処 理装置や管理 プログラムはこのよう

な多彩な処理方式に対処 し得る柔軟性が要求される。

(2)デ ータ通信技術

我が国におけるデータ通信システムは,年 率約50%も の成長率を示 してい

るが,電 子計算機総数に対するオンライン化率は経年的にわずかながら上昇

してはいるものの低い状態にとどまっている。

このことは,デ ータ通信システムでは情報処理技術 自体はバッチ処理のみ

を対象としたシステムと比べても大差ないが,随 時発生する処理要求のピー

クに対応 しなければならないこと,信 頼度の面か らバ ックアップ機能を強化

する必要があること,通 信の制御などオ ンライン機能を強化する必要がある

ことなど,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアがバ ッチ処理のみを対象 としている

システムに比べ技術的にも複雑高度にな り,ま た経済的負担 も大 きくなるこ

とがその理由と思われる。

データ通信システムに関する技術は,デ ータを処理するための技術,デ ー

タを伝送 し,制 御 し,交 換するための技術及び遠隔地におけるデータの入出

力技術に大別 される。

ア.情 報処理技術

(ガ ハー ドウ占ア

IBM-360の 出現以来,電 子計算機技術は,い わゆる第4世 代の技 術

を目ざして技術開発が進められている。現在までのところ飛躍的な技術

発展はないが,MSI(中 集積回路)の 使用,制 御方式の改善など処理能

力の増大,記 憶素子の高速 ・高密度化あるいはIC化,か 動性,信 頼性
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の高度化などの技術の開発実用化が着実に進められている。

電子計算機の大型化は,処 理速度の向上,主 記憶装置の大型化,周 辺

装置の拡充の方向で進められてお り,処 理速度では平均命令実行時間 と

して数100ナ ノ(1/109)秒 程度の実用大型機が現れている。

補助記憶装置の開発も盛んであ り,磁 気記憶によるものでは,磁 気デ

ィスクパ ック装置でパ ック当た り100メ ガバイ トのものが実用化されて

いる。今後,情 報案内 ・検索などのデータベースシステムが重要な位置

を占めるが,こ のため経済的な超大容量の記憶装置に対する研究開発が

進められている。

電子計算機が大型,複 雑になるに従い,保 守上の困難性が増大 し,ま

た,オ ンラインシステムでは従来のバ ッチ用のものより高い安定度が必

要 となってきており,電 子計算機の信頼性,可 用性,保 全性の向上につ

いての検討が進められている。

この種の技術は,将 来のデータ通信の普及と障害時における影響の大

きさ,保 守要員の供給問題などを考慮すると,長 期的展望にたって技術

開発を推進する必要があろう。

(イ)ソ フ トウ山ア

データ通信システムにおけるソフ トウーアには制御プログラム,通 信

制御プログラム,言 語プロセッサ,ユ ーティリティプログラム,ア プ リ

ケーションプログラムがあるが,こ れらの良否は直ちにシステムの性能

を左右する。このため,電 子計算機利用高度化計画などによりソフトウ

ェアの開発の推進が図られている。

ソフ トウェアの技術開発の面か らとらえると,将 来オンラインシステ

ムとして重要な位置を占めると考えられるデータベース管理システムに

ついては,概 念を含めて広 く検討が進められている。現在はバ ッチ処理

用のものが多 く実用化されているが,オ ンライン用のものについては研

究実用化が進められている段階 といxる 。また時分割方式の機能を拡大

し,あ るいは利用を容易にするための技術,例 えぽ仮想計算機に関する
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技術,プ ログラム言語の違いを吸収する多言語処理技術についての研究

が進められている。一方ソフ トウェアをハー ドウェア化 し,処 理能力を

向上 させるとともに,プ ログラム作成上の問題を解決するための研究の

動向が注目されている。

㈲ 通信制御

オ ンラインシステムは遠隔地での入出力を行 うため,こ れを能率的に

行 う必要があるが,そ のための技術は我が国においては諸外国に比べ必

ず しも満足 し得る状態にない。将来電子計算機間の通信や多様なシステ

ム形態を考えるとき,通 信制御技術に関する技術開発は最も重点をお く

べきものの一つであろ う。

イ.デ ータ伝送技術

データ通信の利用拡大に伴い,デ ータ端末装置と電子計算機間,電 子計

算機相互間などのデータ伝送は多様なものになってきてお り,こ のため各

種のデータ伝送方式の開発が進められている。

現在,電 電公社でサービスを提供 しているデータ伝送の種類は,

① 音声帯域内データ伝送

200b/s,1,200b/s>2,400b/s,4,800b/s

② 広帯域データ伝送

48kb/s

③ 電信型データ伝送

50b/s,100b/s

である。データ通信システムの普及に伴い,フ ァイル転送,シ ス テ ム間

通信,デ ィスプレイ端末など高速データ通信に対する需要が増えているの

で,音 声帯域回線を用いたデータ伝送の高速化技術の研究が進められてお

り,音 声帯域でのデータ伝送の限界とみ られる9,600b/sの データ伝送の

実用化 も間近い。

48kHz,240kHzな どの広帯域回線を利用した高速データ伝送方式 につ

いては48kb/s回 線は既に実用化され,240kb/sの 高速データ伝送方式に
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ついては実用化の検討が進められている。

電話を伝送するために開発されたPCM方 式は,デ ィジタル伝送方式

であるので,同 じディジタル信号であるデータの伝送に適してお り,能

率のよいデータ伝送が可能である。既に,電 話のために実用化されてい

るPCM-24方 式によって,200b/sか ら9,600b/sの データ伝送を行 うた

めの機器の実用化の検討が進められている。

また,既 設のFDM伝 送路の60ch(又 は360ch)分 の帯域を利用 した

PCM-FDM変 換方式や,既 設マイクロ波回線の電話用の帯域の下部の

空帯域を利用 し経済的にデータ伝送を行 う方式も検討されている。

情報化社会が進んで くると,端 末 とセンター間の通信と共にセンター

間の通信が行われ,総 合的なデータ通信網が構成されると考x.ら れる。

現在我が国をはじめ,諸 外国においても電話交換網がデータ交換に使用

されているが,従 来のデータ通信の多様な使用形態を考えるとき,伝 送

速度,デ ータ誤 り率,接 続時間,網 のもつサービス機能などの面で電話

交換網は,十 分満足 し得るものでなく,デ ータ通信のための新 しい通信

網が必要と考えられている。このため各国においてデ ィジタル伝送技術

を用いた新 しいデータ網の研究が進められてお り,我 が国においても電

子計算機間を結ぶための通信網に関する検討が,情 報処理学会をはじめ

各方面で進められている。公衆回線にも使用 し得るものとして,デ ータ

を一定の大きさのパケットとして交換す る方式を取 り入 れ,PCM技

術,電 子交換技術を利用 した蓄積機能を有するディジタルデータ網の実

用化の研究 も進められており,こ こ数年の うちに実用に供されるものと

期待されている。

ウ.デ ータ端末技術

データ端末装置は,デ ータ通信システムにおける人間とシステムの接

触点であ り,ま たシステムコス トに占める割合が30～50%に 及ぶことか

ら,こ の分野の技術開発はデータ通信の発展に大きな影響を及ぼす もの

である。このためデータ端末装置は使いやすさと経済化をねらって多種
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多様なものが実用化されている。

端末機は従来は専門のオペ レータが端末機室等で操作するものであっ

たが,デ ータ通信の発展に伴い専門家でない人達が事務室内等で使用す

るため,操 作の容易さや静粛さが要求されるようになった。 このためノ

ンインパクト方式のプ リンタの実用化がなされるとともに平面的な表示

素子,例 えぽ液晶やプラズマを使用する表示素子の研究が進んでいる。

速度の面でもデータ伝送技術 と同様に高速化が進め られているが,一

方電話回線に音響カプラで結合する低速で簡易低廉なものも実用化 され

ている。

また,端 末機が処理機能をもつ,い わゆるインテ リジェントター ミナ

ルは,シ ステムの総合的な経済性を上げることができる可能性を有する

ため,各 方面で研究開発が進め られている。

エ.標 準化

データ通信が将来更に広 く普及するためには,量 産化等により機器の

経済化が図 られるばか りでなく,利 用者が選択 して使}xる の が 望 ま し

く,ま た,情 報を自由に交換 し得る態勢が必要である。

更に,デ ータ通信は総合的なシステムであ り,デ ータの交換,シ ステ

ムの接続等が必然的に必要なため,早 い時期に適切な標準化を進めるこ

とが必要である。

現在,デ ー タ通信における標準化は,国 際的にはCCITT及 び国際

標準化機構(ISO)に よって進められている。 国内的にもJIS化 が進

められているが,主 として情報処理の比較的狭い範囲のもの で あ るの

で,今 後総合的なシステムの立場から積極的にこれを推進する必要があ

る。

6CCISに 関する技術 開発

CATVは,そ の構成要素である同軸ケーブルが極めて多量の情報 を 伝 送

できるという性質をもっているところか ら,単 なるテレビの再送信 メディァ
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に とどま らず,多 種多様な情報 サ ービスを提供す るCCIS(CoaxialCable

InformationSystem同 軸 ケーブル情報 システム)へ と発展す る可能性を

有す るもの として一般 の注 目と期待 を集めて きた。

既 に述べた ように,現 在 のCATVの うち,テ レビの再送信以外 のサ ー ビ

スを も併 せ行 うものはわずか数施設 にす ぎないが,こ の よ うなCATVの 大

容量性を活用 し,可 能 とされ るサ ービスを実用化す るため,各 方面でシステ

ムや機器 の開発 が進め られてい る。

(1)シ ス テムの開発

さまざまなサービスを行 う同軸ケーブルシステムの開発,研 究 は 政 府 や

CATV機 器 メーカーなどにおいて,こ こ数年活発に行われてきている。

ア.生 活情報システムの開発

郵政省では,CATVの 多角的利用の可能性を検討するた め,46年9

月にCCIS調 査会を設置するとともに,こ の調査会の調査,研 究と並行

して,東 京都下多摩二3タ ウンにおいて,CCISを 利用 した生活情報

システムの開発実験を行 うこととした(実 験対象世帯2,000)。 実験は,

在来型CATVの 利活用に資するため,テ レビの再送信のほか,地 域 ニュ

ースサービス,案 内サービス,放 送応答サービスなど住民のニーズが特

Y'強 く,実 現が比較的容易 と思われる各種の生活情報サービスを提供す

ることにより,CCISに 関する需要,経 済性,技 術上の問題点などを解

明することをねらいとする。49年度末までにシステム及び所要機器の開

発,施 設の建設を終わ り,50年 春ごろか ら実験が開始 される予 定 で あ

る。

イ.映 像情報システムの開発

通商産業省では,映 像産業の振興 という観点から,46年 度か ら地域情

報化システム調査委員会及び ビデオ調査委員会を発足させ,映 像産業の

実態調査,需 要予測等を行ってきているが,更 に,こ れと関連 して実験

タゥンに実地に施設を作 り,映 像情報システムの開発を行 うこ と と し



一372一 第3部 各 論

た。 この映縁情報システムは,CATV回 線網 と電子計算機 とを結合さ

せた双方向の情報システムであ り,将 来の多彩な情報需要にも応ずるこ

とができる,い わばモデルシステムともい うべき高度なものである。し

たがって,CATVに より提供することが可能 といわれる多 くのサー ビ

スが実験 されることになっている。実験の場所は,奈 良県生駒市の東生

駒地区に決定している(実 験対象世帯300)。50年 度末までにシステム及

び所要機器の開発,施 設の設置を終わ り,51年 度から53年度まで実験を

行 うことが予定されている。

ウ.教 育用ケーブルシステムの設置

文部省は,視 聴覚教育の手段として,テ レビやフィルムなどのビデオ

機器の活用を進めているが,そ のモデルシステムの設置のため,46年 度

に千葉県館山市(教 育委員会)に 対 し,教 育用映像伝送システムの設置

に対する補助金5,000万 円を支出 した。 同市では,こ れに基づ き46年度

内に施設の設置を終え,47年9月 か らサービスを開始 した。

このシステムでは教育放送センターと市内の幼稚園,小 学 校,中 学

校,公 民館とが同軸ケーブルで結ぽれ,教 育用の音声つき映像情報が伝

送されている(テ レビの再送信は行われていない。)。この同軸ケーブル

網では映像情報で下 り11回線,上 り4回 線まで伝送することが可能であ

るが,現 在使用されているのは下 り3回 線と上 り1回 線の計4回 線であ

る。

なお,同 軸ケーブル網のほかに,ペ アケーブル音声回線があ り,放 送

内容に対する質疑応答ができるようになっている。

エ.防 火防犯システムの開発

火災や,住 居の不法侵入などの異常事態が発生 した場合,そ の発生場

所か ら監視センターなど特定の場所まで自動的に警報信号を伝え,監 視

センター等か ら各家庭にいっせい緊急連絡を行 う防火防犯サービスは,

CCISに よる実現が比較的容易なものとして注目されている。

CATVを 利用 した防火防犯システムについては,CATV機 器 メーヵ
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一や防災機器メーカーなどにおいて研究開発が進められてきたが,最 近

新設団地などでその実用化が行われた。

オ.そ の他

上記以外の省庁においても,そ れぞれの所管行政 との関連で,CATV

を利用した新 しい情報システムの研究が進められている。

経済企画庁では,CATVを 利用 して山村地域向けの教育,医 療,生 産

物情報の提供を目的 とした山村情報センターの設置構想をたて検討を行

っている。

農林省は,47年6月 農産物流通情報化システム研究会を設置 し,農 産

物の流通情報を提供するCCISの 開発研究を行っている。

厚生省では,CATVを 利用した医療情報システムの開発構想をたて,

システム開発を行 うことを目的とした法人の設立などを検討 している。

自治省においては,同 省が企画しているモデル コミュニティ計画の一

環として,CATVを 利用 したモデルコミーニティ情報網建設の可能性

について検討を行 っている。

以上のほか,民 間においてもCATV機 器 メーカーやケーブルメーカ

ーなどを中心にシステム開発が進め られている模様である。

(2)機 器の開発

機器の開発は,前 項に述べたシステムの開発などに関連 して主 として民間

において進められている。

テ レビの再送信用の機器については,製 作技術に関する経験 も十分である

ところから,信 頼度の高いものが使用されるようになっている。自主放送に

必要なスタジオ機器 も一応満足すべきものが入手できる段階に至っていると

みてよい。

双方向伝送用の増幅器については,下 り10ch,上 り数ch程 度のものが既

に開発され,館 山市の教育用ケーブルシステムで実用化されるこ と とな っ

た。

ニュース,お 知 らせ,ス ポーツの結果などを繰 り返し連続的に提供する自
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動反復サービス及び各家庭から放送センターに対 し,放 送内容に関する質問

や回答を行い,セ ンターでこれを自動的に処理する放送応答サ ー ビ ス は,

CCISに よる実用化が有望なものとして期待されているが,こ れに必要な機

器は既に開発を完了している。

近年,電 子機器メーカー等の間で熱心に開発研究が行われているものに,

静止画サービス用の機器がある。静止画サービスは,CCISに 固有のもので

はな く,我 が国ではNHKな どにおいて,無 線を利用した放送型のサービス

として研究されていたのであるが,CCISへ の適用が可能であ り,ま た効果

的でもあるところか ら,CCISに よる新 しいサービスとしても注目されるよ

うになったものである。静止画サービスに用いられる機器の うち主要なもの

は,セ ンター設備としての静止画蓄積装置と端末装置としてのフレームメモ

リである。静止画蓄積装置には,ビ デオテープや磁気ディスク,蓄 積管,マ

イクロフィッシュを使ったものなどが試作されている。また,フ レームメモ

リは,磁 気ディスクや磁気シー トを使ったものなどが開発されている。

防火防犯システム用の煙感知器,熱 感知器,警 報信号などの端末器は開発

を終え,前 述の団地内のCATVシ ステムで使用されている。

自動検針用の端末器についても研究が進められているが,技 術的な問題 も

あま りないので,実 用化 し得る程度のものの開発 も間近いと見 られる。

予約サービス,CAIな ど電子計算機を利用す る未来指向型のサービスに

必要な信頼度の高いデータ端末,モ デムなどについても各メーカーで開発研

究が行われている。

以上,機 器開発に関する状況を概観 したが,こ れ らの機器はその価格が概

してかな り高 く,そ の大幅な低下を図ることが,こ れ らの機器の普及のかぎ

であると言われている。




